
 多面的機能支払  

広域化組織の推進  
 
全国最速１市１協定組織 

  新潟県見附市 
  



見附市の概要 

http://www.city.mitsuke.niigata.jp/secure/9268/teizyuuannaipanhu.pdf


３集落  水田カバー率 ９％ 

第１期対策 

第２期対策 

３０集落   〃  ５２％ 
多面的機能支払 

６４集落    〃１００％ 



広域組織を市が主導して設立 

第１期対策～第２期対策 

広域組織の会長を選任 

広域組織事務所を確保 

広域組織事務局員を選任 

広域組織への加盟を採択要件 



協定エリア 

水田 

２３６０ｈａ  
畑地 
 １３８ｈａ 

予算 
約１億４千万 



構成団体 ６５集落 
１１１団体
（自治会、敬老会等） 

非農業者
 約１４，０００人 

４土地改良区 

構成員数 



集落配分 交付額の９３％ 

集落・事務局予算 

内訳 
事務局人件費 ３０％（日当）

事務所運営費 ３０％（リース等）

その他    ４０％（直轄工事）

各集落が 
０％～９％
を負担 

事務局経費 ７％

各集落の予算は面積×単価が基本   

H28 増額 



   各集落の業務 
❶自集落の活動計画と予算作成 

❷各種活動の実践 

❸会計事務と活動の記録（委託可） 

各集落は採択や申請、報告の書類を 

知らない！ 



活動記録の作成は「活動の分類」
が分かりずらい 

活動にあった番号を選択すると自
動的に活動記録が作成される。 



  事 務 局 の 事 務 

 ❶各種申請・報告等の事務 

 ❷委託を受けた集落の事務 

 ❸集落が発注する請負契約事務 

 ❹長寿命化対策全般 

 ❺集落間調整・指導・助言 

 ❻全体研修・地域資源の適切な～ 
 



広域化のポイント

●行政主導による広域化 

●加盟集落の自主性を尊重 

●具体的なメリットを提供 

●地域に配慮した統一ルール 



行政の立場からすると 

職員はいずれ広域化の手法に辿り着く 

何故なら事務負担が大きいから 

農家の立場からすると 

集落はいずれ広域化の手法に辿り着く 

 何故なら人材が確保できないから 

 広域化を推進する必要性 

 優良事例となっている組織って・・・ 



多様な広域組織の組織形態 

１市１組織型、旧市町村型、土改型、 
JA型、学校単位区型、近隣集落型 

広域組織の会計 

 一元化方式と集落配分方式 

広域化の形に決まりはない！ 

事務局の機能 

運営型事務局と書類型事務局 

会計方法に決まりはない！ 

事務局の在り方に決まりはない！ 



14 

広域協定（組織）とは何か？ 

各集落が協定に加盟することであって
活動の単位はあくまでも集落 
 

統一協定 

統一ルール 

集落 集落 

集落 
集落 

集落 

協定区域を加盟集落で活動するという協定書 



 県・市町職員の事務負担は大幅に軽減！ 

 広域化の行政メリット

集落から市町への交付申請・実績報告に係
る書類は「１／市内集落数」に軽減される 
広域と未広域の担当者 年間業務量の比較（見附市など） 
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市（町）が実施する事務の中で、
とりわけ大きな負担となってい
るのが、実施状況の確認です。 

個別集落の場合は、集落から
直接、市町へ実施状況報告 

（様式第１－８号）が提出され
るため、市（町）は一から点検
をする必要がありますが、広
域協定の場合は、事前に協定
事務局が右様式にて、会計も
含めて確認を実施するので市
（町）に報告される時点での誤
り等はほぼ解消されています。 

実績報告 



今さら面倒だ！  

活動に制限がかかるのでは？ 

既存組織の了解を得る 

予算が心配だ！  

メリットがないのではないか？ 

段取りは全部市（町）がやります！ 

基本は面積×単価です！ 

むしろ活動の幅が広がります！ 

デメリットもありません！ 



事務負担の軽減  

集落のメリット 

効果的な予算の執行  

共同実施による経費の節減 

各集落の特化した活動が可能 

活動の幅を広げてやる 



 活動に対して市町が可否を判断をする場合は、ど
ちらにしても理由が必要となる。 
 また、個別集落が合意形成を図っても、市として
は全体のバランスからその集落だけを認めずらい。 

統一ルールを市内集
落が全体で合意形成
を図ることができれ
ば、市町は方法論で
はなく、単価等の適
正性だけを判断すれ
ばよいのではないか。 

統一ルールの重要性 

 責任は事業実施主体である組織にある 



１ 広域形態・運営方法の決定（行政） 
２ 本部・事務局体制の準備（行政） 
３ 各集落への説明 （行政） 
４ 各集落の合意形成（集落） 
５ 準備委員会の設立（集落・行政） 
６ 設立総会（組織） 
７ 広域協定認定申請（組織） 
８ 協定承認（市） 

広域化の手順（行政主導）

ここは… 

１から８まで最短２カ月



広域化の最大のポイント 

上司の理解と後押し  
広域化を図るためには 

組織が上手く機能するためには 

人選（会長と事務局）  



行政の負担軽減を図る１ 
  

煩雑な事務  

集落と行政は同じ悩みを抱えている  

本事業の適正な実施は「担当職員」の事務処理と集落
への対応能力にかかっている。それが職員への負担と
なり、人事異動の妨げとなっている場合がある。 

担当者の選任 
適正人員の配置要望 体制拡充は困難 

主管課のトップとしての責任と判断 

主管課 
人事 
当局 



行政の負担軽減を図る２ 
  行政の負担軽減を図り、組織が安定
的且つ継続的に事業を実施する 

●担当者が扱う「量」を削減する。 

●行政に頼らない組織づくり 

対応する集落を減らすことで、質問などへの対応の負担
の軽減や、申請、実績関連書類など担当者が取り扱う書
類の枚数が削減できる。 

活動の理解、書類の作成等、行政が指導・助言しなくと
も自らで考え行動できる組織をつくる 



事務支援組織の設立構想 
  
組織の強化を図る 

多面的機能支払の組織では困難 

●正規雇用に基づいた適正人員の配置 

●営農面での連携強化（広域メリット） 

広域協定の全面的に事務受託をする
新たなNPO法人の設立を検討 H29～ 



新たなNPO法人の事業構想 
  
農村集落保全管理部門 

●見附市広域協定の事務受託 

●農業人材バンクの運用 

営農部門 

●農産物の販売（直売所、ネット販売、etc） 

●特産品の開発製造（6次産業化） 

3支払の事務委託による委託料収入 

草刈応援隊や農作業者の派遣による日当の一部を収入  


